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 基本戦略に掲げる施策のうち、北海道の人口減少対策にあたり、戦略の推進期間を通

じて政策資源を集中投入し、重点的に展開する施策群である「重点戦略プロジェクト」

を設定し、重点的な展開を図る。 

 

■ プロジェクト設定の考え方 

 今後も長期的に人口減少が見込まれる本道においては、基本戦略に位置づけられる施

策の効果的な展開を通じて対策の着実な推進を図るため、政策間の十分な連携はもとよ

り、課題の緊急性なども勘案しつつ、人口減少のスピードの「緩和」と人口減少社会へ

の「適応」の両面から、取組を重点的に推進していく必要がある。 

このため、地域の暮らしを支える医療や福祉、商業、交通などの日常生活機能の維持・

確保を図りながら、若者や女性が働きやすく、活躍できる環境づくりに取り組むことに

より、一人ひとりの希望がかない安心して暮らし続けられる北海道の実現を目指す、「１．

誰もが安心して暮らせるまちづくり」プロジェクトを進める。 

また、将来を担う若い世代の育成や当面する人手不足に対応するための産業人材の育

成や確保、多様な主体の連携・協働による地域づくりなど、本道が将来にわたり発展す

るためのひとづくりと人材の確保に取り組む、「２．ひとを育み、受け入れ、未来につな

ぐひとづくり」プロジェクトを進めるとともに、国際情勢にも対応した、食や観光、再

生可能エネルギー、デジタルといった本道の潜在力を活かした産業の振興や、生産性向

上などにより足腰の強い地域経済の構築を図る、「３．可能性を高め、成長するしごと

づくり」プロジェクトを推進する。 

さらには、広大な面積や広域分散型といった本道の地域特性を踏まえ、豊富な再生可

能エネルギーを活用したデータセンター※等の集積や半導体関連産業の振興など新たな

需要の取り込みにより、デジタル産業の一大拠点の形成を図りながら、産業やくらしに

おけるデジタルの実装化を進める、「４．未来技術を育て、活かし、広めるデジタル化推

進」プロジェクトを推進する。 

 こうした考え方をもとに、総合戦略の中核となる取組として、これら４つのプロジェ

クトを一体的かつ重層的に展開し、「めざす姿」を具現化することとする。 

Ⅳ 重点戦略プロジェクト 

【プロジェクト検討の視点】 

 地域創生の根幹をなす「まち」、「ひと」、「しごと」の３つの柱に加え、これらに
横串を刺した「デジタル」の視点に対応したものであること 

 北海道総合計画※の「政策展開の基本方向」（「１ 潜在力発揮による成長」、「２ 
誰もが可能性を発揮できる社会と安全･安心なくらし」、「３ 各地域の持続的な
発展」）を踏まえたものであること 

 第２期総合戦略の改訂以降の社会経済情勢の変化（デジタル化や脱炭素化の加
速、エネルギーの安定供給､食料･経済の安全保障に関する意識の高まり等）に
対応したものであること 

  

  
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プロジェクト名 主 な 狙 い 

1 
「誰もが安心して暮らせるまちづくり」 

プロジェクト 

一人ひとりの希望がかない安心して暮らし

続けられる北海道の実現 

2 
「ひとを育み、受け入れ、未来につなぐ 

ひとづくり」プロジェクト 

本道が将来にわたり発展するための「ひと

づくり」や「多様な人材の確保」 

3 
「可能性を高め、成長するしごとづくり」 

プロジェクト 

人口減少下においても力強く経済成長を実

現し、発展する北海道の実現 

4 
「未来技術を育て、活かし、広める 

デジタル化推進」プロジェクト 

「デジタルの好循環」により、くらし・経済

が発展する北海道の実現 

 

 

  

４ 未来技術を育て、活かし、広める
デジタル化推進プロジェクト

■次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進
■地域の可能性を広げるデジタル化に向けた環境整備 等

＜めざす姿＞ 「一人ひとりが豊かで安心して住み続けられる地域を創る」

・
・
・

・
・
・

・
・
・

１

ま ち

誰もが安心して暮らせる
まちづくりプロジェクト

ひ と

２
ひとを育み、受け入れ、未来につなぐ

ひとづくりプロジェクト

■未来を担う子どもたちの成長を支える教育
環境の充実

■産業人材の育成･確保と雇用の受け皿づくり
■安心して働ける就業環境の整備
■移住･定住の促進
■外国人材の受入拡大と共生
■関係人口の創出･拡大、二地域居住の促進
■多様な主体との連携体制の構築 等

しごと

３
可能性を高め、成長する
しごとづくりプロジェクト

・ 現在より少ない人口においても活力ある社会を構築する、人口減少社会への「適応」

・ 自然減・社会減対策の両面から粘り強く取り組む、人口減少のスピードの「緩和」

デジ
タル

■道産食品の高付加価値化及び販路･輸出拡大

■農林水産業の持続的成長

■観光立国北海道の実現

■ゼロカーボン北海道の推進とGX関連産業の振興

■本道の強みを活かした産業の創出･振興

■地域経済を支える中小･小規模企業の振興 等

■安心して子どもを産み育てられる環境の整備

■若者､女性､高齢者､障がい者など多様な人材

の活躍

■将来を見据えた地域コミュニティの維持

■健やかに暮らせる医療・福祉の充実

■地域を支える持続的な交通・物流ネットワーク

の構築

■自治体間の広域的な連携の促進 等

重点戦略プロジェクト設定の枠組み
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■ プロジェクトの狙い 

今後も長期的に人口減少が続くことが見込まれることを踏まえ、地域の暮らしを

支える医療・福祉、教育、商業、交通などの都市機能や生活必需サービスの持続を

図るとともに、ライフステージに沿った切れ目のない支援の強化や働き方など社会

全体の構造や意識を変えるといった少子化対策の加速に向けた取組を進める。 

 

■ プロジェクトの背景 

 ○年代別にみると、若年層が転出超過の傾向があり、また、女性の転出超過数が男

性の転出超過数を上回る傾向。 

○仕事と子育ての両立の負担感、経済的な不安などにより婚姻数や出産数が減少傾

向。 

 ○全国平均を下回る本道の

人口 10 万人当たりの医

師数や医師の地域偏在。 

 ○人口減少や高齢化の進行

による公共交通の利用の

減少、交通・物流を担う

労働力の不足。 

 ○地域における活力の低下

や地域活動の担い手不

足、自治体職員の減少や

財政の脆弱化への懸念。 

 

■ プロジェクトの枠組み 

 

  

１ 「誰もが安心して暮らせるまちづくり」プロジェクト 

⚫広域連携による持続可能な地域づ

くり 等

自治体間の広域的な連携の促進

地域の暮らしを支える日常生活機能の維持・確保

⚫医療提供体制の整備

⚫医療従事者や介護人材の確保 等

健やかに暮らせる

医療・福祉の充実

⚫防災体制の構築や防災教育の推進

⚫水道施設の整備や広域連携の促進 等

様々な自然災害リスクなどに

対応した安全･安心な北海道づくり

⚫地域交通ネットワークの維持･確保

等

地域を支える持続的な

交通・物流ネットワークの構築

⚫データ利活用に向けた環境づくり

⚫道内自治体のＤＸの推進 等

地域の可能性を広げる

デジタル化に向けた環境整備

一人ひとりの希望がかない
安心して暮らし続けられる北海道の実現

⚫妊娠や出産に関する医療の確保

⚫仕事と育児、家庭の両立ができる環境の

整備 等

安心して子どもを産み

育てられる環境の整備

⚫安心して住み続けられる地域づくり

⚫一次産業における地域コミュニティの

維持 等

将来を見据えた

地域コミュニティの維持

若者や女性をはじめ、誰もが働きやすく、活躍できる環境づくり

⚫結婚･出産後の女性の就労などにおける

連携を通じた札幌市の出生率向上など

の自然減対策 等

人口減少対策に関する札幌市

との連携強化

⚫若者の道内就職の促進

⚫女性の能力が発揮しやすい環境の整備

等

若者、女性、高齢者、障がい者

など多様な人材の活躍
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■ 数値目標及び主な KPI 

○数値目標 

 ・合計特殊出生率：全国平均まで引き上げる（R11）（R5：［国］1.20、［道］1.06） 

・広域連携制度活用地域数：22 地域（R11） 

・就業率：各年において前年より上昇（R6～R9）（R5 現在：57.6%） 

○主な KPI 

 ・保育所等入所待機児童数 28 人(R6) → 0 人(R7) 

 ・医師偏在指標（二次医療圏）の医師少数区域 11 圏域(R6) → 減少(R11) 

 ・雇用が充足している交通・物流事業者の割合（バス） 9.1% (R5) → 50.0%(R15) 

・雇用が充足している交通・物流事業者の割合（トラック） 28.5% (R5) → 50.0%(R15) 

 ・北海道働き方改革推進企業認定数 658 社(R5) → 850 社(R9)  

・平均工賃月額（就労継続支援Ｂ型事業所） 19,932 円(R4)  → 23,041 円(R11)  

・包括的な支援体制の整備数 43 市町村(R5) → 全市町村(R11) 

 

   

２ 地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる

３ 安心して暮らせる豊かな地域をつくる

４潜在力を活かした産業・雇用をつくる

５多様な連携により地域の活力をつくる

① 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

１ 一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる

② 未来を担う子どもたちの成長を支える教育環境の充実

③ 若者、女性、高齢者、障がい者など多様な人材の活躍

① 移住・定住の促進 ② 外国人材の受入拡大と共生 ③ 関係人口の創出・拡大、二地域居住の促進

④ 北海道独自の自然・歴史や文化の発信 ⑤ スポーツによる地域の振興

① 将来を見据えた地域コミュニティの維持 ② 健やかに暮らせる医療・福祉の充実
③ 地域を支える持続的な交通・物流ネットワークの構築

④ 様々な自然災害リスクなどに対応した安全・安心な北海道づくり

① 道産食品の高付加価値化及び販路・輸出拡大 ② 農林水産業の持続的成長 ③ 観光立国北海道の実現

④ ゼロカーボン北海道の推進とGX関連産業の振興 ⑤ 本道の強みを活かした産業の創出・振興

⑥ 次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進

① 自治体間の広域的な連携の促進 ② 多様な主体との連携体制の構築 ③ 人口減少対策に関する札幌市との連携強化

● 基本戦略との関係〔網掛けがプロジェクト関連項目〕

⑦ 地域経済を支える中小・小規模企業の振興

⑧ 海外からの投資促進 ⑨ 産業人材の育成・確保と雇用の受け皿づくり ⑩ 安心して働ける就業環境の整備

⑥ 航空ネットワークや北海道新幹線等を活用した新たな人の流れの創出

⑤ 地域の可能性を広げるデジタル化に向けた環境整備

人
口
減
少
の
進
行
の
「
緩
和
」

人
口
減
少
社
会
へ
の
「
適
応
」

④ グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成
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■ プロジェクトの狙い 

    人口減少下における豊かな人生を切り拓くための教育や、より良い学びのための

環境の整備、地域創生の担い手となる人材の育成等を進めるとともに、ニーズに応

じた産業人材の育成・確保や誰もが安心して働ける環境づくり、さらには、移住・定

住の促進や地域おこし協力隊の確保・定着などを通じた多様な主体の連携・協働に

よる、持続可能な地域づくりに向けた取組を進める。 

 

■ プロジェクトの背景 

○人口減少や高齢化の進行による地域産業や地域活動を支える担い手の不足、全国
よりも低い道内の有効求人倍率。 

○首都圏等と比較して賃金が低いことや寒冷で厳しい気候条件、不便な生活環境な
どによる外国人材の大都市圏集中への懸念。 

○外国人の人口動態はコロナ禍の影響により、外国人の出入国が大きく制限された
2020 年と 2021 年には減少し
たものの、制限が緩和された
2022 年に再び増加に転じ、
2023 年には過去最大の
10,610 人の転入増を記録。総
人口に占める外国人人口の割
合は、道全体で 2014 年の
0.40％から 2024 年には
1.08％まで上昇。 

○地方の過疎化の進行による地
域社会の教育力の低下に加

え、学校数の減少や小規模校
化による教育の機会均等や学
びの質の保障などの重要性の高まり。 

 

■ プロジェクトの枠組み 

 

  

２ 「ひとを育み、受け入れ、未来につなぐひとづくり」プロジェクト 

本道が将来にわたり発展するための
「ひとづくり」や「多様な人材の確保」

北海道独自の自然･歴史や文化の発信

⚫アイヌの人たちや世界遺産等の歴史や

文化の発信による地域の魅力向上 等

誰もが安心して働ける環境づくり、
移住･定住の促進・外国人材の受入拡大と共生等

移住・定住の促進

⚫官民連携による移住・定住の取組推進

⚫道内の地域おこし協力隊員の確保や
任期後の定住に向けた取組支援 等

安心して働ける就業環境の整備

⚫働き方改革に取り組む事業者への支援

⚫時間外労働の上限規制など労働関係制
度の普及啓発 等

外国人材の受入拡大と共生

⚫安心して働き、暮らすことができる環

境づくり 等

関係人口の創出・拡大、二地域居住

多様な主体との連携体制の構築

⚫「ほっかいどう応援団会議」等を通

じた官民連携等の促進、関係人口の拡
大･創出 等

グローバル化に対応した世界で活

躍できる多様な人材の育成

⚫国際社会において主体的に行動できる

資質・能力の育成 等

産業人材の育成・確保と雇用の

受け皿づくり

⚫将来を見据えた産業人材の育成と確保

⚫一次産業における担い手の育成と確保
等

スポーツによる地域の振興

⚫スポーツを体験し、親しむことができ

る環境づくり 等

ニーズに応じた産業人材の育成、
将来の北海道づくりを担う若い世代等の育成

未来を担う子どもたちの成長を

支える教育環境の充実

⚫幼児教育、学校教育の一層の充実

⚫地域の特色を活かした高校の魅力化
等
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■ 数値目標及び主な KPI 

○数値目標 

 ・「できれば今と同じ市町村に住んでいたい」と考える人の割合を増加させる（R11）  

（R6 現在：74.3%） 

 

○主な KPI 

 ・年間総労働時間 1,929 時間(R5) →  1,928 時間(R9) 

 ・年次有給休暇取得率 61.9％(R5)  →  70.0％(R9) 

 ・移住相談件数（延べ件数） 15,540 件(R4)  → 19,950 件(R11) 

 ・U・I・J ターン新規就業支援事業など、道の施策により道内企業に就業した人数 

    182 人(R5) → 246 人(R11) 

・外国人居住者数 56,485 人(R5) → 75,000 人(R11) 

 

 

 

  

２ 地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる

３ 安心して暮らせる豊かな地域をつくる

４潜在力を活かした産業・雇用をつくる

５多様な連携により地域の活力をつくる

① 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

１ 一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる

② 未来を担う子どもたちの成長を支える教育環境の充実

③ 若者、女性、高齢者、障がい者など多様な人材の活躍

① 移住・定住の促進 ② 外国人材の受入拡大と共生 ③ 関係人口の創出・拡大、二地域居住の促進

④ 北海道独自の自然・歴史や文化の発信 ⑤ スポーツによる地域の振興

① 将来を見据えた地域コミュニティの維持 ② 健やかに暮らせる医療・福祉の充実
③ 地域を支える持続的な交通・物流ネットワークの構築

④ 様々な自然災害リスクなどに対応した安全・安心な北海道づくり

① 道産食品の高付加価値化及び販路・輸出拡大 ② 農林水産業の持続的成長 ③ 観光立国北海道の実現

④ ゼロカーボン北海道の推進とGX関連産業の振興 ⑤ 本道の強みを活かした産業の創出・振興

⑥ 次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進

① 自治体間の広域的な連携の促進 ② 多様な主体との連携体制の構築 ③ 人口減少対策に関する札幌市との連携強化

● 基本戦略との関係〔網掛けがプロジェクト関連項目〕

⑦ 地域経済を支える中小・小規模企業の振興

⑧ 海外からの投資促進 ⑨ 産業人材の育成・確保と雇用の受け皿づくり ⑩ 安心して働ける就業環境の整備

⑥ 航空ネットワークや北海道新幹線等を活用した新たな人の流れの創出

⑤ 地域の可能性を広げるデジタル化に向けた環境整備
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■ プロジェクトの狙い 

人口減少下においても、本道経済の成長を図っていくため、国際情勢に適切に対

応しながら、食やエネルギーといった本道のポテンシャルを最大限に発揮し、半導

体・デジタル関連産業の振興など新たな需要を取り込むとともに、デジタル化によ

る生産性向上や高付加価値化のほか、中小・小規模企業の経営基盤の強化など、足

腰の強い地域経済の構築に向けた取組を進める。 

 

■ プロジェクトの背景 

○令和 6 年 6 月、北海道・札幌市は国内外の投資を呼び込み、GX※など成長分野へ

十分な資金が供給される環境を実現する「金融・資産運用特区※」の対象地域の一

つとして決定されるとともに、北海道は、規制緩和などにより世界で一番ビジネ

スをしやすい環境を作る「国家戦略特別区域」に新たに指定。 

○エネルギーの安定供給や食料、経

済の安定保障といった課題を踏ま

えた、本道の特性や食、観光、再

生可能エネルギーなどのポテンシ

ャルを活かした地域づくりの重要

性。 

○サプライチェーン※の強靱化や脱

炭素化など社会経済情勢の変化を

捉えた企業誘致や、道内企業の殆

どを占め、地域経済を支える重要

な担い手である中小企業の持続的

発展に向けた取組の必要性。 

 

■ プロジェクトの枠組み 

 

  

３ 「可能性を高め、成長するしごとづくり」プロジェクト 

人口減少下においても力強く
経済成長を実現し、発展する北海道の実現

海外からの投資促進

⚫本道の優位性を活かせる産業や半導体

やデジタルなど成長産業をターゲット
とした良質な海外投資の誘致 等

国際情勢にも対応した潜在力を活かした産業振興

道産食品の高付加価値化及び

販路・輸出拡大

⚫道産食品の高付加価値化

⚫北海道ブランドの発信と道産品の販路
拡大 等

観光立国北海道の実現

⚫地域の魅力を活用した多様なツーリズ

ムの推進 等

本道の強みを活かした

産業の創出・振興

⚫新たなビジネスの創出などによる成長

産業化

⚫企業誘致活動等の展開 等

次世代半導体など

デジタル関連産業の集積促進

⚫次世代半導体製造拠点整備に向け

た支援や関連産業の集積促進 等

生産性の向上など足腰の強い地域経済の構築

農林水産業の持続的成長

⚫安全･安心な食料の安定供給と持続可能

な農林水産業の推進 等

ゼロカーボン北海道の推進と

ＧＸ関連産業の振興

⚫新エネルギー導入拡大に向けた支援

⚫全道域でのＧＸ産業の集積 等

地域経済を支える

中小・小規模企業の振興

⚫中小・小規模企業の支援体制の

整備

⚫地域商業の活性化 等

航空ネットワークや北海道新幹線等を活

用した新たな人の流れの創出

⚫新規路線誘致や双方向の需要創出等に

よる航空ネットワークの充実・強化
等
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■ 数値目標及び主な KPI 

○数値目標 

・道産食品輸出額：1,650 億円以上（R10） 

・外国人観光客：244 万人（R7）（R5 現在：234 万人） 

・一人当たり道民所得：10％上昇（R11）（R3 現在：2,811 千円） 

○主な KPI 

 ・農業産出額 12,919 億円(R4) → 13,600 億円(R12) 

・６次産業化※の取組（年間販売金額） 2,054 億円(R3) → 2,370 億円(R10) 

・道産木材の利用量 445 万 m3(R4) → 540 万 m3(R23) 

・食品工業の付加価値額 7,303 億円(R3) → 7,900 億円(R11) 

 ・加工組立型工業の付加価値生産性 1,261 万円(R4) → 1,326 万円(R9) 

 ・開業率と廃業率の差 -0.1% (R5) → 1%(R11) 

・道内空港の国際線利用者数 303 万人(R5) → 410 万人以上(R11) 

・道内空港の国内線利用者数 2,571 万人(R5) → 2,671 万人以上(R11) 

 

 

  

２ 地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる

３ 安心して暮らせる豊かな地域をつくる

４潜在力を活かした産業・雇用をつくる

５多様な連携により地域の活力をつくる

① 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

１ 一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる

② 未来を担う子どもたちの成長を支える教育環境の充実

③ 若者、女性、高齢者、障がい者など多様な人材の活躍

① 移住・定住の促進 ② 外国人材の受入拡大と共生 ③ 関係人口の創出・拡大、二地域居住の促進

④ 北海道独自の自然・歴史や文化の発信 ⑤ スポーツによる地域の振興

① 将来を見据えた地域コミュニティの維持 ② 健やかに暮らせる医療・福祉の充実
③ 地域を支える持続的な交通・物流ネットワークの構築

④ 様々な自然災害リスクなどに対応した安全・安心な北海道づくり

① 道産食品の高付加価値化及び販路・輸出拡大 ② 農林水産業の持続的成長 ③ 観光立国北海道の実現

④ ゼロカーボン北海道の推進とGX関連産業の振興 ⑤ 本道の強みを活かした産業の創出・振興

⑥ 次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進

① 自治体間の広域的な連携の促進 ② 多様な主体との連携体制の構築 ③ 人口減少対策に関する札幌市との連携強化

● 基本戦略との関係〔網掛けがプロジェクト関連項目〕

⑦ 地域経済を支える中小・小規模企業の振興

⑧ 海外からの投資促進 ⑨ 産業人材の育成・確保と雇用の受け皿づくり ⑩ 安心して働ける就業環境の整備

⑥ 航空ネットワークや北海道新幹線等を活用した新たな人の流れの創出

⑤ 地域の可能性を広げるデジタル化に向けた環境整備
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■ プロジェクトの狙い 

広大な面積や広域分散型といった地域特性を有する本道においては、より一層の

デジタル技術の活用等による生産性の向上や日常生活に必要なサービスの維持を図

る必要があることから、豊富な再生可能エネルギーを活用したデータセンター※等の

集積を推進するとともに、半導体関連産業の振興など新たな需要を取り込みながら、

デジタル関連企業の集積や、産業やくらしのスマート化の促進に向けた取組を進め

る。 

 

■ プロジェクトの背景 

 ○世界的なデジタル化の急速な進展により半導体の重要性と需要が大幅に高まる

中、道内では、国家プロジェクトの一環として、ラピダス社が千歳市への次世代

半導体製造拠点の立地を決定。 

○こうした好機を最大限に活かし、食や観光、再生可能エネルギーなど本道の強み

である産業振興と合わせて、本道経済全体の成長に結びつけていくことが必要。 

 

 

 

 

■ プロジェクトの枠組み 

４ 「未来技術を育て、活かし、広めるデジタル化推進」プロジェクト 

効果の波及

地 域 の
付加価値向上

暮らしや産業のスマート化

デジタルの好循環
の 全 道 展 開

農林水産
業

商業
生活
産業

エネルギー

産業

ものづくり
産業

デジタル
関連産業

観光業

関連投資や

関係人口の拡大

地域の優位性

の発揮

新たな需要
の取り込み

デジタル技術
を介した連携

デジタルインフラの
整備

出典：北海道経済部「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン」

誰もが安心して暮らせる
まちづくりプロジェクト

１ ひとを育み、受け入れ、未来につなぐ
ひとづくりプロジェクト

２ 可能性を高め、成長する
しごとづくりプロジェクト

３

「デジタルの好循環」により
くらし・経済が発展する北海道の実現

デジタル関連産業の一大拠点の形成・産業やくらしにおけるデジタルの実装化

ゼロカーボン北海道の推進と

ＧＸ関連産業の振興

⚫新エネルギー導入拡大に向けた支援

⚫全道域でのＧＸ産業の集積 等

地域経済を支える

中小・小規模企業の振興

⚫中小・小規模企業の支援体制

の整備

⚫地域商業の活性化 等

健やかに暮らせる

医療・福祉の充実

⚫医療提供体制の整備

⚫医療従事者や介護人材の確保 等

地域の可能性を広げる

デジタル化に向けた環境整備

⚫データ利活用に向けた環境づくり

⚫道内自治体のＤＸの推進 等

未来を担う子どもたちの成長を

支える教育環境の充実

⚫幼児教育、学校教育の一層の充実

⚫地域の特色を活かした高校の魅力化

等

観光立国北海道の実現

⚫地域の魅力を活用した多様なツーリ

ズムの推進 等

農林水産業の持続的成長

⚫安全･安心な食料の安定供給と持続

可能な農林水産業の推進 等

次世代半導体など

デジタル関連産業の集積促進

⚫次世代半導体製造拠点整備に向け

た支援や関連産業の集積促進 等

地域を支える持続的な

交通・物流ネットワークの構築

⚫地域交通ネットワークの維持･確保

等

本道の強みを活かした

産業の創出・振興

⚫新たなビジネスの創出などによ

る成長産業化

⚫企業誘致活動等の展開 等
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■ 主な KPI 

・半導体関連企業の出荷額 2,108 億円(R3) → 13,162 億円(R15) 

・5G※の人口カバー率 98.5％(R6) → 99.0％(R13) 

 ・道内 IT 企業の従業員数 23,261 人(R5) → 27,000 人(R15) 

 ・環境関連ビジネスを実施する企業の割合 10.9％(R2) → 12.4％(R7) 

 ・温室効果ガス実質排出量 4,881 万ｔ-CO2(R3) → 3,788 万ｔ-CO2(R12) 

 

 

  

２ 地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる

３ 安心して暮らせる豊かな地域をつくる

４潜在力を活かした産業・雇用をつくる

５多様な連携により地域の活力をつくる

① 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

１ 一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる

② 未来を担う子どもたちの成長を支える教育環境の充実

③ 若者、女性、高齢者、障がい者など多様な人材の活躍

① 移住・定住の促進 ② 外国人材の受入拡大と共生 ③ 関係人口の創出・拡大、二地域居住の促進

④ 北海道独自の自然・歴史や文化の発信 ⑤ スポーツによる地域の振興

① 将来を見据えた地域コミュニティの維持 ② 健やかに暮らせる医療・福祉の充実
③ 地域を支える持続的な交通・物流ネットワークの構築

④ 様々な自然災害リスクなどに対応した安全・安心な北海道づくり

① 道産食品の高付加価値化及び販路・輸出拡大 ② 農林水産業の持続的成長 ③ 観光立国北海道の実現

④ ゼロカーボン北海道の推進とGX関連産業の振興 ⑤ 本道の強みを活かした産業の創出・振興

⑥ 次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進

① 自治体間の広域的な連携の促進 ② 多様な主体との連携体制の構築 ③ 人口減少対策に関する札幌市との連携強化

● 基本戦略との関係〔網掛けがプロジェクト関連項目〕

⑦ 地域経済を支える中小・小規模企業の振興

⑧ 海外からの投資促進 ⑨ 産業人材の育成・確保と雇用の受け皿づくり ⑩ 安心して働ける就業環境の整備

⑥ 航空ネットワークや北海道新幹線等を活用した新たな人の流れの創出

⑤ 地域の可能性を広げるデジタル化に向けた環境整備
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  地域の特性や資源を活かした魅力ある地域づくりを進めていくためには、それぞれ

の市町村ごとの取組に加え、市町村の区域を越えた連携が重要であり、また、持続可

能な地域づくりを進めていくためには、地域それぞれの特性や実情に応じ、都市と農

山漁村、地域の中核となる都市と近隣の市町村など、広域的で多層的な連携・補完を

行いながら、地域における多様な主体が一体となって取組を進めていくことが必要で

ある。 

 このため、地域づくりの拠点である振興局が中心となって進める施策や、振興局の

区域を越えた広域連携による施策について、基本的な方向性を「連携地域別政策展開

方針※」として提示し、地域戦略として位置づける。また、その推進に当たっては、重

点戦略プロジェクトや基本戦略と一体で取組を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 地域戦略 

〈地域戦略推進の考え方〉 

 ■ 振興局ごとの地域特性や地域課題に応じた広域的な施策の推進 

   地域全体に波及する市町村の取組、市町村が相互に連携した広域的な取組など、単体

の市町村では解決が難しい、あるいは、連携により一層効果が見込まれる取組を進める。 

 ■ 多様な主体による協働 

   地域特有の課題やニーズを十分踏まえて、地域住民をはじめ、企業、NPO など地域

の関係者が一体となった取組を進める。 

 ■ 市町村とのパートナーシップ 

   道と市町村のスクラムをより一層強化し、市町村総合戦略と連携した取組を進める。 

 ■ 振興局の区域を越えた広域連携による施策の展開 

   地域課題の性質、効果や影響の及ぶエリアなどを勘案し、振興局の区域を越えたより

広域的な連携を促進するなど、柔軟な発想のもとで施策の展開を図る。 
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北海道の創生に向けては、総合戦略の着実な推進とともに、道と市町村が強固な連

携のもとで課題の認識を共有し、総合戦略と市町村総合戦略との有機的な連携を図り

ながら、取組を一体的に推進することが重要である。 

このため、「地域とともに考え行動する」という発想のもと、地域づくりの拠点で

ある振興局を中心に、地域の実情に応じ、市町村総合戦略の着実な推進に資する市町

村の創意工夫を活かした取組が行えるよう、「資金・人・情報」の３つの側面から積

極的に支援を行う。 

また、地域課題の解決に当たり、民間が有するノウハウの活用が求められるものに

ついては、｢ほっかいどう応援団会議※｣などを通じた支援の充実を図る。 

■ 取組の構成 

 各自治体が創意工夫しながら、効果的な事業を立案・実施することが出来るよう、

次の施策を展開。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域づくり総合交付金  

地域の課題解決や地域活性化を図るため、地域創生に関する施策の推進をはじめ

とした市町村等の創意あふれる主体的な取組を支援。 

 

（２）地域政策推進事業費  

個性ある地域づくりを推進するため、振興局自らが地域との連携・協働のもと、

政策形成から事業展開まで一貫して地域に根ざした政策を実施。 

 

（３）国の地方創生関係交付金の活用に向けた支援 

市町村の自主性と創意工夫に基づき、地域の多様な主体の参画を通じた地域創生

に資する施策に継続的・安定的に取り組むことができるよう、国の地方創生関係交

付金の活用に向けた適切な助言等相談対応を実施。 

 

（４）ふるさと納税の活用に向けた支援 

ふるさと納税制度の活用促進のため、研修会や相談会の開催、民間ポータルサイ

トと連携した取組を実施するほか、「ほっかいどう応援団会議※」等を通じ、市町

村と企業とのマッチング機会の拡大に向けた取組などを実施。 

Ⅵ 市町村戦略支援 

１ 財政的支援 

財政的支援 
地域に根ざした振興局事

業や道と市町村による協働
事業の実施、市町村が実施
する事業に対する支援。 

情報支援 
課題解決に向けた振興局

と地域の関係者等との意見
交換の実施、各種情報ツー
ルを用いた情報提供・発信。 

 

人的支援 
道職員の派遣や、デジタ

ルに関する専門的な知識を
有する外部アドバイザーの
派遣など。 

 

それぞれの地域の実情に応じた市町村の取組による効果的な総合戦略の推進 
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（１）市町村の課題把握と情報共有 

振興局が中心となって、市町村戦略の検討の場などへの参画や地域づくり連携会

議の開催などにより、市町村が抱える課題やニーズをきめ細かく把握・共有し、地

域の実情に応じた市町村の取組を支援。 

 

（２）市町村の取組に資する情報の提供 

道内各地の先駆的な取組事例などを紹介する北海道創生ジャーナル「創る」の発

行や先進的、特徴的な取組事例の HP 掲載などにより、先行事例を紹介。また、地

域創生に資する道の取組に関する情報の提供や国の新制度等に関する市町村から

の相談対応を実施。 

 

（３）特定地域づくり事業※協同組合制度の周知、認定 

地域の年間を通じた安定的な雇用環境を整備し、地域の担い手を確保するため、

都道府県知事の認定により、事業協同組合が、労働者派遣事業を届出で実施するこ

とや国や市町村から財政支援を受けられることを可能とする本制度について、その

仕組みやメリットの周知に努め、積極的な活用をサポートするとともに、適切に認

定を行う。 

 

（４）各種計画を通じた地域の関係者間の情報共有 

まちづくりを支える交通ネットワークの維持・確保に向けた地域公共交通計画の

推進など各種計画の方向性を踏まえた施策展開が出来るよう、必要な助言を行うな

ど、市町村の課題解決に向けて協力。 

 

（１）地域振興派遣などの職員派遣 

広域性やモデル性の高い取組等を推進する市町村に対し、地域創生枠として、振

興局長の裁量による道職員の派遣や、短期的に地域に出向き地域振興の取組を支援

する「地域創生出張サポート制度」などによる支援を実施。 

 

（２）市町村のデジタル化の支援 

 自治体 DX※の推進に向けて、デジタルに関するノウハウや人材の不足に課題を

持つ市町村に対し、専門的知識を有するアドバイザーを道が確保し、派遣して相談

対応するなどの取組により、市町村のデジタル化を支援。 

 

（３）地域おこし協力隊へのサポート 

地域活性化に重要な存在となっている地域おこし協力隊員の更なる確保や任期

後の定住に向け、ほっかいどう協力隊ワンストップ窓口の設置や協力隊専用ポータ

ルサイトの開設など、隊員及び市町村に対する各段階の支援を効果的に実施。 

２ 情報支援 

３ 人的支援 


